
 
 ベンチャー創造の好循環 

の実現に向けて  
 

平成２６年４月１６日  

茂木経済産業大臣提出資料  

参考資料 第5回 経済財政諮問会議、第3回経済財政諮問
会議・産業競争力会議合同会議   
茂木経済産業大臣提出資料より 
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宇宙産業の課題への取組みについて
(第7回産業部会資料からの追加説明）

2014年4月24日

宇宙航空研究開発機構
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報告内容
 第7回宇宙産業部会（3月14日）において、「衛星産業の国際競争力強化

及び利用拡大に向けた取組み」について、意見を述べさせて頂いた（補
足資料参照）。

 基本的に、第7回宇宙産業部会で述べさせていただいた取組みを行うこ
とが宇宙機器産業及び宇宙利用産業の促進につながるものと認識する
が、今回は、前回からの追加内容として、新たに以下の4項目について
報告させていただく。

1. 宇宙機器産業の振興

～国産宇宙用認定部品の海外進出への取組み～

2. 超小型衛星の打上げ機会提供について

3. 衛星データ利用拡大に向けた方策について

4. JAXAからの衛星データ提供の見直しについて
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■現状

 国産人工衛星に使用する電気部品は、衛星の規模、ミッションによって異な
るが、平均すると衛星１機あたり数十万点（約１５００品種）である。

 宇宙用認定部品の使用比率は品種ベースで平均すると約６０％。

 宇宙用認定部品と称して利用されているのは、日米欧の電気部品メーカが
供給する部品のみである。欧米の宇宙用認定部品は世界市場に供給されて
いるのに対し、国産宇宙用認定部品は主に国内市場供給にとどまるため、
欧米に比べ、コスト増となっている。

 よって、海外人工衛星の採用を視野に入れた国産宇宙用認定部品の積極
的な市場拡大を進め、国内宇宙用部品産業の活性化による安定供給性の
維持、国内宇宙機器産業の部品入手性改善（コストダウン等）による国際競
争力強化及び国産人工衛星・宇宙機器の自律性の保持を実現する。

■今後の進め方

 海外人工衛星に採用されるために、宇宙用認定部品の国際相互認証等に
向けて協力を進める。※JAXA-ESAは部品協力協定を締結。国産の宇宙用
認定部品メーカの欧州進出促進中。

 日欧で競争力の有する部品の共同開発等を実施し、国産宇宙用認定部品
の欧州市場における知名度、信用を獲得するとともに、その実績を背景に米
ロ及び宇宙振興国への販路を拡大する。 ※CNESと共同でFPGAを開発中。

1. 宇宙機器産業の振興
～国産宇宙用認定部品の海外進出への取組み～
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■現状
 JAXAは、これまでH-IIA相乗り及び国際宇宙ステーション・「きぼう」放出によ

り超小型衛星の打上げ機会を提供する制度を運営してきた。
[実績] H-IIA相乗り ：打上げ18機(民間2件、大学・高専16件)

きぼう放出 ：放出済４機（民間1件、大学・高専3件）

■有償の仕組みの指向導入の目的
 超小型衛星による新しいビジネスの創出に向け、産業化を見据えて国内需

要を顕在化させることを目的とし、従来の無償での機会提供に加えて、有償
により打上げ機会を提供する仕組み（以下、「有償の仕組み」）を試行的に開
始する。なお、有償の仕組み導入後も、従来の無償の仕組みを継続する。

・有償にて打上げ機会を提供する。（従来は、無償のみ）
・営利目的の衛星も募集対象とする。（従来は、対象外）
・必要事項を衛星個別に確認の後、順次契約する。
（手続きを迅速化。従来は、JAXA選定委員会での審査が必要）
・国内応募のみ受け付ける（海外衛星については、国内企業等が

JAXAと契約締結する場合は受け付ける。）

 有償の仕組みは下記の打上げ機会から適用を開始する。
・H-IIA相乗り（主衛星：ASTRO-H） ※打上げ時期：平成27年度

2. 超小型衛星の打上げ機会提供について(1/2)
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2. 超小型衛星の打上げ機会提供について(2/2)

CubeSat(1U)

50cm級（最大50X50X50cm）

JAXA分離機構※利用
応募者が分離機構※

手配

ASTRO‐
H相乗り

0.27億円 0.78億円 0.53億円

CubeSat（放出機構を整備済み） 50cm級
(50x50x30cm)

（放出機構は今後
整備予定）

1U 2U 3U

第1回

公募 0.03億円 0.05億円 0.08億円 1.04億円

（１） H‐IIA相乗り

（２）「きぼう」放出

※ 分離機構 ： 衛星をロケットから切り離すための機構。火工品やバネ力を利用してロケットから分離する。

（参考） 海外商用打上げサービスによる価格の一例
CubeSat(1U）：0.1億円 50cm級：1.75億円

■超小型衛星打上げ機会提供事業「有償の仕組み」 料金
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3. 衛星データ利用拡大に向けた方策

目的に応じてカスタマイズし、
サービス・ソリューション提供に
必要となる情報を生成

（民間企業・利用省庁・自治体主体）

宇宙からの
広域詳細観測

衛星観測

•「観測値」を品質・
精度が保証された
「画像・物理量」に
変換

•ニーズに基づいて
「画像・物理量」を
「情報」に変換

データ処理 エンドユーザに対
し課題解決のため
サービス・ソリュー
ションを提供

•地理空間情報
•海洋情報
•防災
•水資源問題
•食料問題

等々

多様な地上情報
（地上・航空機・船舶等の観測データ）
（数値モデルによる予測データ）
（社会・経済データ、統計情報等）

衛星開発・運用機関（JAXA、気象庁等）

・ASEAN防災ネット

ワーク

・気象衛星

・環境観測衛星

など

民間企業、
利用省庁・自治体

利用省庁・自治体、
研究機関・大学等の
地上情報が不可欠

民間企業、利用省庁・自治体、大学・
研究機関、JAXA等の知見の糾合が必要

JAXAが参加して、ニーズに
基づく基盤情報を作成

・地上と衛星の情報を統合
（利用省庁・自治体と協力）

・数値モデルとの融合による
予測 （大学・研究機関と協力）

ニーズ
提供

ニーズニーズ

ニーズ

エンドユーザ

ビジネスで活用できる衛星データを提供し、技術的な支援を行うことで、新しいビジネスソリューション、
ビジネスモデルを構築を目指し、パイロットプロジェクトを開始。
※2014年2月12日に公募を開始し、5月中旬を目途に案件を選定。最長3年間実施し、評価を行う。
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① データ配布方針の見直し

中低分解能の地球観測衛星データについては、平成25年8月に以下の見直しを行った。
(1)誰もが自由にデータにアクセスできることに加え、再利用・再配布を可能とした。
(2)商業利用を行った場合でも、ソリューションビジネス産業を育成する等の観点から、JAXAは利用
料を徴収しないこととした。
※高分解能の衛星データについては、市場が形成されていることに鑑み、これまでと同様に、協力機関に対してはJAXAから直接
データ提供し、一般利用者に対しては、民間事業者を経由して有償配布を行う。

衛星 入手期間（※） 提供方法 費用 データ入手方法 利用分野

ALOS 1日程度
オンライン、

(CD-R, DVD-R)

¥25,000
(国内・アジア地域) データ提供事業者

より購入
G-Portalにてｶﾀﾛｸﾞ検索可能

災害、農業、森林、
海洋、土木、資源¥50,000

(それ以外の地域)

JERS-1 3日程度 DVD ¥1,700
データ提供事業者

より購入
資源

GCOM-W1 数分～1日程度 オンライン 無料
GCOM-W1データ

提供サービス
気象予測、漁業

GOSAT 数分～1日程度 オンライン 無料 GUIG（環境研） 温室効果ガス、大気質

TRMM 数分～1日程度 オンライン 無料 G-Portal 雨、雪、台風

② データ提供の現状

※ 入手期間は、データ量による。

なお、利用者の利便性のために、利用分野、観測キーワード、観測対象、衛星、センサなどの項目で衛星データサイトを検索できる
「E‐Search （地球観測衛星データサイト検索システム）」なども整備。

4.利用拡大に向けた衛星データ配布方針の見直し
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補足資料
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国家基幹技術としての衛星技術

衛星技術を、国家基幹技術と位置付ける。
 国家の基幹技術は、国家の総合的な安全保障にも資する重要な技術
 国家的な目標と長期戦略を明確にして取り組むもの

 衛星技術を国家基幹技術と位置付け、
①宇宙利用の自立性の確保
②国際競争力の確保
③社会への価値提供

の視点で目標仕様を定め、新たな衛星システム技術を獲得すると共にそ
の基盤となるコンポーネント・部品開発を併せて実施する。

 併せて、同衛星を新型基幹ロケットで打ち上げるパッケージの商業受注を
獲得する戦略を設定する。

単発的な施策ではなく、中長期を見据えた国家的な目標と戦略立案が必要

補足
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衛星技術の現状と課題<静止衛星>

きく６号とH‐IIロケット きく８号とH‐IIAロケット（204型）きく５号とH‐Iロケット

◆これまで、基幹ロケットの新規開発に合わせ、新しい打上げ能力に見合った静止衛星バ
スを開発してきた。
例） H-Iロケット ：ETS-V（きく５号、1987） 550kg級静止3軸衛星バス技術の確立

H-IIロケット ：ETS-VI（きく６号、1994） 2トン級静止衛星バス技術の確立
H-IIAロケット204型：ETS-VIII（きく８号、2006） 3トン級静止衛星バス技術の確立

◆ ETS-VIIIで軌道上実証された技術成果が国産商用衛星としてシリーズ化され、10機以
上の政府衛星をはじめ商用衛星や海外衛星として活用。

◆ベースとなったETS-VIIIの設計、技術は既に10年以上を経ており、海外の最新衛星と比
較し、特にコストパフォーマンスの点で対抗することが困難な状況になりつつある。

供給可能電力 ： 海外では20kW級の衛星に対して、国産衛星では12kW級

質量 ： 海外では同じ衛星質量でもより多くのミッション機器を搭載可能

◆新たな衛星技術を獲得・展開するために、軌道上実証が必須だが、その機会がない。

補足
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衛星技術開発の目標
ユーザ（ペイロード）にとって魅力的な衛星バスを開発・供給

（１）長寿命化
①静止衛星バス

現在の10年以上から、
15年以上へ

②周回衛星バス
現在の5年以上から、

10年以上へ

（２）ミッション機器搭載自由度向上
①衛星全体質量に対するミッション機器質量比の増大

②衛星全体質量に対する大電力化

◆要素技術
１）バッテリ寿命 ⇒ 充放電サイクル評価
２）太陽電池パネル寿命

⇒ 耐放射線向上、熱サイクル耐性向上
３）耐放射線性向上 ⇒ 電子部品
４）機構部品寿命 ⇒ パドル駆動機構（PDM）

◆システム技術（設計の刷新）
１）サバイバビリティ向上 ⇒ 冗長構成、機能冗長の強化
２）故障率を下げる温度環境

⇒ 衛星機器内温度の低温化で部品故障率低減

ターゲット

周回衛星で、大型の高性能センサ
の搭載をにらみ、衛星全体2.5トン以
下で50%以上のミッション機器比率

◆要素技術（軽量化の観点から）
１）バッテリ

⇒ リチウムイオンバッテリの
電極改善による軽量化

２）太陽電池
⇒ 薄膜軽量パドルの採用

３）データ処理系
⇒ 衛星内ワイヤレス通信の導入

ターゲット
静止衛星で、１トン当たり4kw（現状

2.5kw程度）の発生電力を確保する大型
衛星（打上時質量5～6トン、20kW級）

補足
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衛星バスが目指す大電力化・軽量化を見据えた技術開発に注力。

■衛星バスの軽量化を見据えた研究開発（例）

薄膜セル応用太陽電池パドル 大推力イオンエンジン
高排熱システム
（平板型ヒートパイプ）

■衛星バスの大電力化を見据えた研究開発（例）

大容量バッテリ
（リチウムイオン電池等）

大電力用電力制御器高効率太陽電池セル

産業競争力強化に資する開発<ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ>補足
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宇宙太陽光発電

地球観測衛星
の小型化

500Nスラスタ

補足

超低高度試験衛星（イオンエンジン）

• 衛星小型軽量化
• センサ技術
• 高効率太陽電池

• イオンエンジン
• リチウムイオン電池

• トランスポンダ

高効率太陽電池パネル 衛星搭載用リチウムイオン電池赤外観測装置

• 高信頼性技術
• 大型システム技術
• スラスタ

科学・探査・ISSでの衛星技術の牽引（例）
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